





 ─最三小判平成21・ ３ ・10民集6３巻 ３ 号３85頁
渡 邊 博 己
1　問題の所在





































































































































































































































































































































和5７・ 1 ・22民集３6巻 1 号92頁）とする。そして，「債権者がこの権能に基づいて
目的物を第三者に譲渡したときは，原則として，譲受人は目的物の所有権を確





























































































































































































解説として，西謙二「最三小判平成 6 ・ 2 ・ 8 解説」曹時４9巻 ３ 号７３３頁（199７年），原田昌和
「建物収去・土地明渡請求の相手方」立教法学68号 1 頁（2005年）田中康博「建物収去・土地明



























6 ・ 2 ・ 8 ）を「建物収去土地明渡請求の相手方を建物を現実に所有するもの
としつつ，所有者の実体とその公示が一致しない場合には，これによるリスク
を当事者の置かれた状況に応じて分配していると理解」し，「立替金債務の担
保のために所有権留保がされている場合にも，まず，誰が自動車の所有権を現
30）
31）
32）
33）
34）
古積・前掲註16）21頁。
田髙・前掲註18）51頁。
片山・前掲註16）３9頁。
片山・前掲註16）４0頁。
小山・前掲註19） 6 頁は，これを「固定化」と呼ぶ。
30）
31）
32）
33）
34）
136　（2３6）
実に有しているかを確定すべきであり，次にこれと公示の間に不一致がある場
合には，そのリスクを物権的請求権を行使する側と行使される側のいずれに負
担させるべきか」の検討を経て，留保所有権者であるクレジット業者が侵害状
態を除去しうべき地位にある実質所有者と考えられたものと解されるが，一種
の政策的判断も加味されたのではないかと思われる。
　⑶　弁済期後の留保所有権者の不法行為責任
　本判決は，留保所有権者の担保目的物撤去義務が発生した後，留保所有権者
は，当該動産が第三者の土地所有権の行使を妨害している事実を知ったときに
始めて不法行為責任を負うことになる旨を判示する。このように解する理由は
明らかではない。そもそも，駐車場の賃料相当額の損害賠償を，賃貸借契約の
相手方ではない留保所有権者に負担させるのは「筋違い」ともいいうるところ
であるが，妨害の事実を告げられた場合など本件車両について撤去義務が発生
していることを知り，これを撤去することが可能となったのにこれをしなかっ
たとして不作為の不法行為が成立し，この不作為には過失があるとするもので
あろうか。
　知り得たときも同様に解するかは，担保目的物が第三者の土地所有権を妨害
しているかどうかの予見・調査義務を留保所有権者に負わせることになり，適
切ではないだろう。そうすると債権侵害の不法行為と同様，加害者に故意がな
ければ成立しないと考えるのも十分理由があるように思われる。
35）
36）
37）
38）
古積・前掲註16）20頁，今尾・前掲註16）58頁。
安永・前掲註20）18頁。
古積・前掲註16）21頁，片山・前掲註16）４0頁，岡林伸幸「本件判批」判時20７2号181頁（2010
年）。本判決が，物権的請求権行使の要件よりも狭い範囲でしか不法行為責任を認めなかったの
は，不法行為責任においては故意・過失という当事者の主観が要件となっているからであると説
明する見解がある（久保田淳哉・長崎威志「本件判批」民事研修6３6号４8頁（2010年））。
遠藤元一「本件判批」金判1３25号 ４ 頁（2009年），髙橋寿一「本件判批」金判1３４３号11頁
（2010年）。
35）
36）
37）
38）
留保所有権者に第三者の所有権を妨害する担保目的物の撤去義務が認められた事例（渡邊）
（2３７）　137
5 　むすびに代えて
　クレジット業者が留保所有権者となる所有権留保では，譲渡担保と同様，被
担保債権の弁済期が到来するまでは，特段の事情がない限り，担保権者が担保
目的物の交換価値を把握するという所有権移転型の約定担保としての機能を果
たすことは本判決により明確化された。売主与信型の所有権留保も同様に解し
てよい。そして，この担保目的物が第三者の土地所有権等を妨害しているよう
な場合，被担保債権の弁済期が到来した後にあっては，土地所有権による物権
的請求権（妨害排除請求）行使の相手方として，留保所有権者がその撤去義務
等を負うことも本判決は明らかにした。被担保債権の弁済期到来前は，所有権
留保の担保としての本質を維持しつつ，被担保債権の弁済期到来後は，実行・
換価手続が可能とされることを前提に，留保所有権者（担保権者）が実質所有
者としての地位に立って，その権利・義務が問われることが本判決によって明
らかにされたのである。この場合，実務の問題として，クレジット業者が撤去
義務等の違反を問われるのを避けるためには，直ちに所有権留保の実行手続に
入るのが無難とされているが，ここまでの担保管理は実際問題として困難であ
ろう。実務対応も含めたより詳細な検討は，他日を期すこととしたい。
39）
今尾・前掲註1７）65頁。債務者が担保目的物である動産の引き揚げに応じない場合は，自力救
済は許されないので，当該動産について仮処分手続き（断行もしくは半断行）を執るか，本案訴
訟を提起して民事執行により引渡しを受けなければならない（印藤・前掲註25） 5 頁）。
39）
